
第１　概　況

１　手数料改定

令和元年１０月１日の消費税及び地方消費税の税率引き上げに向け、令和元年５月２４日

　に「地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令」が公布され、これに

基づき各都道府県の手数料条例が改正され、危険物取扱者試験の試験手数料が同年１０月１

日から次のとおり改定された。

２　試験事業の状況

（１）危険物取扱者試験

　危険物取扱者試験の受験申請者数は３６３，３８６人で前年度（３９２，０６５人）か

　ら２８，６７９人減少（△７.３％）し、平成２２年度から連続の減少となった。

　　このうち、１３，０５７人の減少は、令和２年３月に入り新型コロナウイルス感染症へ

　の対応により試験の延期（中止）及び風邪の症状の申出による試験日振替（以下「新型コ

　ロナウイルス感染症への対応等」という。）を行ったことによるものである。

　　残りの１５，６２２人の減少は、少子化による高校生の減少やエネルギー需要等の社会

　情勢の変化に伴う危険物施設の減少などの従前からの要因に加え、平成３０年５月の手数

　料引上げの影響が令和元年度前半まで残っていたことによるものと推測される。

（２）消防設備士試験

　消防設備士試験の受験申請者数は９９，８７８人で前年度（１０３，８１７人）から

　３，９３９人減少（△３.８％）し、平成２６年度から平成２９年度まで続いた増加から

　減少に転じた平成３０年度に引き続き減少となった。

　　このうち、２，３２５人の減少は、危険物取扱者試験と同じく新型コロナウイルス感染

　残りの１，６１４人の減少は、風水害による試験の延期などによるものと推測される。

（３）予防技術検定

　予防技術検定の受検申請者数は７，９０４人で前年度（９，２６１人）から１，３５７

　人減少（△１４.７％）し、平成１７年度の検定業務実施以来、初めての減少となった。

　　このうち、大部分を占める１，２３２人の減少は、新型コロナウイルス感染症への対応

　等を行ったことによるものである。

甲種

　症への対応等を行ったことによるものである。

４,５００円
危 険 物 取 扱 者
試 験 手 数 料

３,６００円

乙種

丙種

改定後手数料

６,６００円

　　　　　   　 　 　事  業  報  告  書　

　　※消防設備士試験手数料及び免状手数料の改定はなし

４,６００円

３,７００円

改定前手数料

６,５００円
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３　免状事業の状況

　免状業務については、全ての都道府県と受託契約して、免状作成等の事務を行うとともに、

新たに静岡県を加えた３９都道県と受託契約し、写真書換え未了者に対する書換え促進通知

業務を行った。

免状作成等の処理件数は、新規免状の作成、免状の書換え(写真書換えを含む。)、再交付

免状の作成を含めて、危険物取扱者は２７５，９４８件で、前年度(２７２，５６４件)から

３，３８４件増加(∔１.２％)し、消防設備士は４１,４３７件で、前年度(４１,２７８件)か

ら１５９件増加(+０.４％)した。

　危険物取扱者及び消防設備士とも、受験申請者数の減少に伴い、新規交付は減少したが、

平成元年の写真書換え制度創設以来１０年毎に写真書換え申請者が増となるため、全体とし

て免状作成等の処理件数は増加した。

４　受験者確保対策の推進

平成２８年度から平成３０年度の３か年で実施した「受験しやすい環境づくりモデル事業」

の結果を踏まえ、令和元年度から「受験しやすい環境づくりモデル事業（第Ⅱ期）」を実施

し、全ての支部で更なる受験者確保対策を推進することとしている。

令和元年度は、工業高校等教諭と支部の意見交換会を実施し、企業の採用担当者を招いて

情報交換を行ったほか、自衛隊に対して特定試験の働きかけを行うなど、１５支部で第Ⅱ期

モデル事業を実施した。

　また、危険物取扱者試験の受験者確保のための緊急対策として、各支部において、工業高

校等へ受験者確保に向けた働きかけを強化するとともに、都道府県消防主管課や関係団体等

に対する要請を行った。

第２　個別的事業

１　試験事業

（１）危険物取扱者試験を全都道府県で、次のとおり実施した。

ア　試験実施回数

前年度比

イ　受験申請者数・合格者数等

前年度比

148,475

　　△11,720

329,479

　  △25,882

　　　（単位：回）

甲　種
乙　　　　　　　　種

丙　種 合　　計
第１類 第２類

当 年 度 329 404 410 419 816 

+11 +15 +6 +29 

第４類 第５類第３類

受験者数
　　(人)

418 427 2,894 434 

合格率
合格者数
　　(人)

3,657 

+13 

当 年 度

受験申請者数
　　　　(人)

363,386

    △28,679

+7 +16 +84 +16 +113 

小　計第６類

45.1%

    ±0ﾎﾟｲﾝﾄ
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（２）消防設備士試験を全都道府県で、次のとおり実施した。

ア　試験実施回数

①　甲種

②　乙種

前年度比

イ　受験申請者数・合格者数等

前年度比

（３）予防技術検定を令和２年３月１５日に４６都府県で、次のとおり実施した。

当 年 度

前年度比

当 年 度

前年度比

当 年 度

前年度比

当 年 度

前年度比

（４）電子申請者数は、次のとおりであった。

　2,080

　△229

　　859

合格者数
　　(人)

+ 3

　2,290

 77,717

受験申請者数
　　　　(人)

第２類

108

第３類

第５類

115

+ 2

133

前年度比 + 2

第６類

149

　△318

受検申請者数
　　　　(人)

  27,509

 △1,597

合格者数
　　(人)

 99,878

   ＋5.8ﾎﾟｲﾝﾄ

+ 6+ 6

合　計第５類

　△892

第１類

+ 2

105

+5

当 年 度

+9

　　　北海道会場については、新型コロナウイルス感染症への対応のため中止とした。

+ 8

△3,164△3,939

116 112 847

受験者数
　　(人)

前年度比

当 年 度

当 年 度

前年度比    △218

　35,135

　 △287

+ 2

　 △505 　△32,618    ＋2.1ﾎﾟｲﾝﾄ

   ＋2.3ﾎﾟｲﾝﾄ

35.2%

   ＋1.1ﾎﾟｲﾝﾄ

33.1%

　△28,679

　  99,878

　 △3,939

　 463,264

　　　（単位：回）

  1,643

　△147

　　　（単位：回）

　　955

　＋181

58.3%

第２類 第３類

118当 年 度

　△347

　1,543

　△157

　7,382

合格率

35.4%

   △0.6ﾎﾟｲﾝﾄ

第７類

124

　3,930

　△866

　1,909

当 年 度

防 火 査 察

第４類

  4,181

　△193

45.0%

   ＋0.5ﾎﾟｲﾝﾄ

61.9%

  ＋16.4ﾎﾟｲﾝﾄ

55.6%

   ＋6.5ﾎﾟｲﾝﾄ

合格率

 118,229 　 363,386

電子申請率

+39

32.5%

△1,370

受検者数
　　(人)

　△145

電子申請者数
　　　  （人）

受験申請者数
　　　　（人）

消防用設備等

危　険　物

合　　　計

消防設備士

　7,904

　△1,357　

危険物取扱者

　4,104

前年度比

当 年 度
合　　　計

 153,364

106

+ 1

124

+ 2

第４類

137

+ 3

115

第１類

715

+12

特　 類 合 　計

- 3 -



（５）過去に出題した試験問題の公開について、令和元年５月２２日に「試験問題の公開に係

る検討委員会」において審議し、令和元年６月２０日に、ホームページ上で公開している

過去の出題問題の追加・更新を行った。

　この結果、令和元年度末現在、危険物取扱者試験については１６５問、消防設備士試験

については８６問をホームページ上で公開している。

２　免状事業

（１）全都道府県の委託を受け、新規、書換え(写真書換えを含む)及び再交付免状の作成を行

うとともに、免状データベースに登録した。

ア　免状作成等の処理件数

※ 書換え(「写真」以外)については、新規交付、再交付又は写真書換えとの同時申請分を

除いた件数

イ　免状データベースの登録件数の累計は、次のとおりとなった。

（２）３９都道県と受託契約し、写真書換え未了者に対する書換え促進通知業務を行い、

１０８，５４１人に通知(危険物取扱者 １００，０６８人、消防設備士 ８，４７３人)し、

２４，９３７人(２３．０％)が写真書換えを申請した。

(受託都道県)

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、静岡県

滋賀県、奈良県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、

高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

（３）全都道府県との覚書により、免状データベースへの講習履歴の収録を次のとおり行った。

合　　計
写真以外写　真

再交付

　　　（単位：件）

新規交付
書　換　え

11,062
 危険物取扱者

当 年 度 147,187 275,948

前年度比 △7,874 +10,927  +113   +218  +3,384

115,922 1,777

 消防設備士
当 年 度  27,234  13,059   223    921  41,437

前年度比 △1,034  +1,202   +11     △ 20 　 +159

128,981 2,000 11,983

前年度比 △8,908 +12,129  +124  +3,543

 合　　  計

講習履歴の収録件数(件)

 危　険　物　取　扱　者 208,888

 消　防　設　備　士

 合　　  計
当 年 度 174,421

 67,387

276,275

8,992,220

 消　防　設　備　士

 合　　  計

7,956,584

1,035,636

登録件数の累計(件)

 危　険　物　取　扱　者

317,385

  +198
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３　企画研究事業

（１）次期業務情報システムについて、受験者の利便性の向上、業務の効率化並びに運用経費

の削減を図るため、システムの設計・開発を行った。

また、次期業務情報システムの設計・開発に併行して、現行業務情報システムの円滑

な稼働・運営を行った。

（２）受験しやすい環境づくりモデル事業（第Ⅱ期）を、１５支部において実施した。

（３）令和元年度から、危険物取扱者及び消防設備士の資格取得に積極的に取り組まれている

学校や熱意をもって指導されている教諭に対し、その功績をたたえるため、感謝状を贈呈

することとした。

令和元年度は、３２の高等学校と３人の教諭に対し感謝状を贈呈した。

（４）広報活動を次のとおり実施した。

ア　資格制度等に関する広報

　試験・検定の案内パンフレットの他、広報ターゲットを明確にした大学生及び高校生

   　　 　　（作成数量）向け受験促進パンフレット、資格試験広報ポスター、写真書換え啓発ポスターを作成し

て、関係機関等に配布し資格制度等の周知を図った。

   　　 　　（作成数量）

   　　 　　　① 試験・検定の案内パンフレット 　　　　　　　　　　　 　　３８,１００部

   　　 　　　② 資格試験広報ポスター　                                  １５,９２０枚

   　　 　　　③ 大学生向け危険物取扱者試験受験促進パンフレット(甲種)　　１２,２００部

   　　 　　　④ 高校生向け危険物取扱者試験受験促進パンフレット          ５５,７００部

   　　 　　　⑤ 写真書換え啓発ポスター　                                １２,１３０枚

   　　　　 （配布先）

   　 　 　 　高校、高専、大学、専門学校、事業所、都道府県、消防機関等　　

イ　広報誌「消防試験研究センターだよりＶｏｉｃｅ．」を発行し、関係機関に配布した。

   　  　 　（作成数量）　隔月　３,１００部　　　

   　　　 　（配布先）　　高校、高専、大学、専門学校、都道府県、消防機関等

ウ　ホームページの活用

　電子申請の案内や全国の試験実施日程等をお知らせするとともに、台風や豪雨災害、

新型コロナウイルスの感染症への対応による試験の延期等の緊急情報を迅速に提供した。

エ　消防関係の専門誌等を活用して広報活動を行った。

実　　　施　　　支　　　部

青森県、神奈川県、静岡県、三重県、大阪府、奈良県
和歌山県、島根県、岡山県、福岡県、佐賀県、熊本県、大分県

京都府、鳥取県

モデル事業内容

工　業　高　校

自　　衛　　隊
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（５）「平成３０年度版危険物取扱者試験・消防設備士試験・免状統計表」を作成し配布した。

（作成数量）　３２０部

（配布先）　　消防庁、都道府県

（６）役職員による個人情報の厳格な管理、利用の安全性の確保について徹底するとともに、

受験者情報を扱うデータエントリー委託業者に対する厳正な管理・監督の徹底を図った。

４　その他事業

（１）支部監査を９支部において実施するとともに、それ以外の３７支部に対して自己点検方

式による補完監査を実施した。また、公認会計士による外部監査を２支部において実施し

た。

(支部監査(実地監査)実施支部)

埼玉県、神奈川県、山梨県、長野県、徳島県、香川県、熊本県、宮崎県、鹿児島県

(支部監査(補完監査)実施支部)

実地監査該当支部以外、３７支部

(外部監査実施支部)

秋田県、福岡県

（２）試験業務及び免状業務の円滑な執行を図るため、全国支部長会議を１回、ブロック幹事

支部長会議を１回それぞれ東京で開催するとともに、都道府県消防主管課の出席を得て、

全国６か所でブロック支部長会議を開催し、危険物取扱者試験の受験者確保のための緊急

対策や業務情報システムの更新スケジュール等についての説明や意見交換等を行った。

(ブロック支部長会議開催地)

（３）消防防災推進事業助成を７９事業に対して行った。

（４）関係官庁、関係機関及び諸団体との連絡調整を行った。

北海道・東北 福島県

関東・甲信越 千葉県

ブロック名 開催地

九　　　州 長崎県

中　　　部 岐阜県

近　　　畿 奈良県

中国・四国 愛媛県

令和元年10月 3日

令和元年10月30日

令和元年10月10日

令和元年10月 8日

令和元年10月17日

令和元年 9月18日

開催日
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第３　評議員会及び理事会の開催に関する事項

１　評議員会

（１）第１４回評議員会(令和元年６月２６日（水）開催)

　　理事の選任

　　上関克也　氏

田口尚文　氏

田中経康　氏

長澤良治　氏

村上研一　氏

　監事の選任　

吉田　哲　氏

平成３０年度事業報告の報告及び平成３０年度決算の承認

平成３０年度公益目的支出計画実施報告書の報告

（２）第１５回評議員会(令和元年７月５日（金）開催)

　 評議員の選任　

安田正信　氏

吉田敏治　氏

２　理事会

（１）第２６回理事会(令和元年６月７日（金）開催)

理事長（代表理事）及び常務理事（業務執行理事）の職務執行状況報告

平成３０年度事業報告の承認及び平成３０年度決算の決定

平成３０年度公益目的支出計画実施報告書の承認

評議員会招集の決定

（２）第２７回理事会(令和元年６月２７日（木）開催)

理事長の選定

田口尚文　氏

常務理事の選定

村上研一　氏

評議員会招集の決定

（３）第２８回理事会(令和２年３月１６日（月）開催)

　令和２年度事業計画及び令和２年度収支予算の承認理事長（代表理事）及び常務理事（業務執行理事）の職務執行状況報告

　令和２年度事業計画及び令和２年度収支予算の承認
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令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４

条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作

成しない。

附 属 明 細 書
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